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独立行政法人日本学生支援機構 

  平成16年規程第42号  

  最近改正 令和２年規程第９号 

外国人留学生緊急援助金給付制度実施規程を次のように定める。 

平成16年９月１日 

独立行政法人日本学生支援機構 

 理事長   北 原 保 雄 

外国人留学生緊急援助金給付制度実施規程 

 （目的） 

第１条 この規程は，独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）の業務

方法書（平成16年４月１日文部科学大臣認可）第31条第２号に規定する目的を達成す

るため，外国人留学生緊急援助金給付制度について基本的事項を定め，もってその制

度の実施について適正かつ確実な運営を図ることを目的とする。 

（制度の目的） 

第２条 外国人留学生緊急援助金給付制度は，外国人留学生が，緊急に救済を必要とす

る場合，重度の病気にかかり医師等の付添いを要して帰国しなければならない場合

（以下「病気帰国の場合」という。）又は事故や病気等により死亡した場合に，機構

が，緊急援助金（以下「援助金」という。）の給付を行うことにより，外国人留学生

の経済的困窮を救済することを目的とする。 

（給付の対象） 

第３条 我が国の大学，大学院，高等専門学校，専修学校の専門課程又は我が国の大学

に入学するための準備教育課程を設置する教育施設（以下「大学等」という｡）に在

籍し，かつ，出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）別表第１の４の表

の留学の在留資格を有する者を給付の対象とする。 

（緊急に救済を必要とする場合） 

第４条 第２条における「緊急に救済を必要とする場合」とは，次の各号に掲げるもの

をいう。 

 (1) 地震，噴火，津波等の天災によって，精神又は身体に重度の傷病を負ったことに

より経済的困窮に陥ったとき又は家財破損等により経済的困窮に陥ったとき。 

 (2) 前号に準ずる場合であって大学等における修学を継続するためには緊急の救済

が不可欠であると認めたとき。 

 （給付の内容） 

第５条 援助金は，次の各号に掲げる経費に関し給付する。ただし，同一の天災におい

てJASSO災害支援金に関する施行細則（独立行政法人日本学生支援機構平成26年細則

第12号）第４条に規定するJASSO災害支援金の支給を受ける場合は，第１号について

は給付しない。 
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 (1) 外国人留学生の被災等に対する見舞金（以下「見舞金」という｡） 

 (2) 病気帰国の場合における付添者の旅費（以下「旅費」という｡） 

 (3) 死亡した外国人留学生のための葬祭費（以下「葬祭費」という｡） 

 (4) 死亡した外国人留学生のための遺体輸送費（以下「遺体輸送費」という｡） 

 (5) 前４号の他理事長が必要と認める経費（以下「その他経費」という｡） 

２ 前項第２号から第４号までにおいて，援助金の給付の対象となる項目（次条におい

て「給付対象項目」という。）は，原則として次に掲げるものとする。 
 
 給付の内容 項                  目 

旅   費 航空運賃，宿泊料，日当，空港使用料等 

  

 

葬 祭 費 

斎場借料，寝棺（納棺用品），祭壇，納棺処置料，遺体防腐処置料，

ドライアイス，焼香具，照明器具，寝台車料，火葬及び収骨容器，

火葬等諸届手続費用，式場内外設営費及び管理料，設営撤去運搬費等

 

遺体輸送費 

航空貨物運賃，航空輸送専用木棺及び梱包費用，遺体防腐処置料，

ドライアイス，納棺手数料，遺体保管料，遺体搬送料，遺体輸送

に係る各種書類作成費用及び諸手続費用等 

 

 （援助金の額） 

第６条 援助金の額は，原則として，次の各号のとおりとする。 

 (1) 見舞金 10万円を上限として，理事長が決定する額 

 (2) 旅費 給付対象項目の実費の範囲内で，20万円を上限として理事長が決定する額 

 (3) 葬祭費 給付対象項目の実費の範囲内で，20万円を上限として理事長が決定する

額 

 (4) 遺体輸送費 給付対象項目の実費の範囲内で，20万円を上限として理事長が決定

する額 

 (5) その他経費 必要に応じ，理事長が決定する額 

２ 前項において，他団体若しくは個人からの金銭的援助又は海外旅行傷害保険若しく

は学生総合共済等からの保険金の給付等により，経済的に救済されると判断される場

合は，その救済内容に応じて，援助金の一部又は全部を減額するものとする。 

 （給付の申請） 

第７条 援助金の給付の対象となる外国人留学生，付添者，葬儀を執り行う者又は遺体

輸送を行う者（以下「申請者」という｡）は，在籍する大学等の長（以下「在籍大学

等の長」という｡）を通じて，理事長に申請するものとする。 

 （給付の決定及び通知） 

第８条 理事長は，前条の申請があった場合，当該申請に係る書類を審査し，援助金を
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給付すべきものと認めたときは，援助金の給付及び給付の額を決定し，在籍大学等の

長に通知する。 

 （給付方法） 

第９条 前条による援助金の給付の決定後，在籍大学等の長を通じて給付する。 

 （受領書等の提出） 

第10条 援助金の給付を受けた申請者は，在籍大学等の長を通じて，受領書等を理事長

に提出するものとし，第５条第１項第２号に規定する旅費の給付を受けた申請者は，

在籍大学等の長を通じて旅費精算書を理事長に提出するものとする。 

 （雑則） 

第11条 この規程に定めるもののほか，この制度の実施に関し必要な事項は，別に定め

る。 

   附 則 

 この規程は，平成16年９月１日から施行し，平成16年４月１日から適用する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成20年規程第12号） 抄 

（施行期日） 

１ この規程は，平成20年４月15日から施行し，平成20年４月１日から適用する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成27年規程第２号） 

 この規程は，平成27年２月13日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構令和２年規程第９号） 

 この規程は，令和２年４月１日から施行する。 

 


